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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、
Ｃ　：０．００５～０．１６％、
Ｓｉ：０．００５～１．０％、
Ｍｎ：０．１～３．０％、
Ｐ　：０．０２％以下、
Ｓ　：０．０１％以下、
Ｏ　：０．０１％以下、
Ａｌ：０．００１～０．１％、
Ｎ　：０．００１～０．０１％
をそれぞれ含み、残部がＦｅおよび不可避不純物からなる、降伏強度が５００ＭＰａ以上
の厚鋼板と、実質的に１パスで溶接される大入熱溶接による溶接部とからなる構造用の溶
接継手であって、
　前記溶接部に形成される溶接金属が、質量％で、
Ｃ　：０．０３～０．０８％、
Ｓｉ：０．０５～１．０％、
Ｍｎ：０．５～３．０％、
Ｐ　：０．０２％以下、
Ｓ　：０．０１％以下、
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Ａｌ：０．００１～０．１％、
Ｔｉ：０．００１～０．０３％、
Ｂ　：０．０００５～０．０１０％、
Ｎ　：０．００２～０．００８％、
Ｏ　：０．００３～０．０３０％
をそれぞれ含み、かつ、
Ｎｂ：０．００３～０．１０％、
Ｖ　：０．００５～０．５０％、
Ｍｏ：０．０２～２．０％、
Ｗ　：０．０２～２．０％、
Ｔａ：０．０１～０．３０％、
Ｚｒ：０．０１～０．３０％
のうちの１種または２種以上を含有し、
　下記（１）式で表される炭素当量（Ｃｅｑ．）が０．４０％～０．７０％の範囲であり
、かつ、下記（２）式で表されるＮｂ当量（Ｎｂｅｑ．）が０．０２０～０．３０％の範
囲であり、残部がＦｅおよび不可避不純物からなり、さらに、溶接金属組織における粒界
フェライトの割合が面積率で５％以下であり、降伏強度が５００ＭＰａ以上であることを
特徴とする、溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手。
　　Ｃｅｑ．＝Ｃ％＋Ｓｉ％／２４＋Ｍｎ％／６＋Ｎｉ％／４０＋Ｃｒ％／５＋Ｍｏ％／
４＋Ｗ％／８＋Ｖ％／１４　　・・・・・・・・・・・・・　　（１）
　　Ｎｂｅｑ．＝Ｎｂ％＋０．５Ｔａ％＋０．４Ｖ％＋０．２５Ｚｒ％＋０．０５％Ｃｒ
＋０．２５％Ｍｏ％＋０．１２Ｗ％　　　・・・・・・　　（２）
　ただし、上記（１）、（２）式中において各元素の含有量を表す単位（％）は、それぞ
れ溶接金属中における質量％を示す。
【請求項２】
　前記厚鋼板および前記溶接金属の引張強度が７８０ＭＰａ以上であることを特徴とする
、請求項１に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手。
【請求項３】
　前記溶接金属が、さらに、質量％で、
Ｃｕ：０．００５～１．５％、
Ｎｉ：０．０１～６％、
Ｃｒ：０．０１～１．５％
のうちの１種または２種以上を含有することを特徴とする、請求項１または２に記載の溶
接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手。
【請求項４】
　前記溶接金属が、さらに、質量％で、
Ｃａ：０．０００２～０．０１％、
Ｍｇ：０．０００２～０．０１％、
ＲＥＭ：０．０００２～０．０１％
のうちの１種または２種以上を含有することを特徴とする、請求項１～３のいずれか１項
に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手。
【請求項５】
　前記厚鋼板が、さらに、質量％で、
Ｃｕ：０．００５～１．５％、
Ｎｉ：０．０１～６％、
Ｃｒ：０．０１～１．５％、
Ｍｏ：０．０１～１．５％、
Ｗ　：０．０１～１．５％、
Ｎｂ：０．００２～０．１０％、
Ｖ　：０．００２～０．５０％、
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Ｔａ：０．００２～０．５０％、
Ｚｒ：０．００２～０．５０％、
Ｔｉ：０．００２～０．０５０％、
Ｂ　：０．０００３～０．０１５％
のうちの１種または２種以上を含有することを特徴とする、請求項１～４のいずれか１項
に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手。
【請求項６】
　前記厚鋼板が、さらに、質量％で、
Ｃａ：０．０００２～０．０１％、
Ｍｇ：０．０００２～０．０１％、
ＲＥＭ：０．０００２～０．０１％
のうちの１種または２種以上を含有することを特徴とする、請求項１～５のいずれか１項
に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手を
製造する方法であって、
　前記厚鋼板を溶接する際、質量％で、
Ｃ　：０．００５～０．１０％、
Ｓｉ：０．０５～１．０％、
Ｍｎ：０．５～３．５％、
Ｐ　：０．０２％以下、
Ｓ　：０．０１％以下、
Ａｌ：０．００１～０．１％、
Ｔｉ：０．００１～０．２５％、
Ｂ　：０．０００５～０．０２０％、
Ｎ　：０．００１～０．０１０％
をそれぞれ含み、かつ、
Ｎｂ：０．００２～０．１０％、
Ｖ　：０．００５～１．０％、
Ｍｏ：０．０２～３．０％、
Ｗ　：０．０２～３．０％、
Ｔａ：０．０１～０．５０％、
Ｚｒ：０．０１～０．５０％
のうちの１種または２種以上を含有し、残部Ｆｅならびに不可避不純物からなる溶接材料
を用いて、溶接入熱が１５０～１０００ｋＪ／ｃｍの１パス大入熱溶接により溶接するこ
とを特徴とする、溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手の製造方法。
【請求項８】
　前記溶接材料が、質量％で、
Ｃ　：０．００５～０．０２％未満
を含有することを特徴とする、請求項７に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶
接継手の製造方法。
【請求項９】
　前記溶接材料が、質量％で、
Ｎｂ：０．００２～０．００９％
を含有することを特徴とする、請求項７または８に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス
大入熱溶接継手の製造方法。
【請求項１０】
　前記溶接材料が、さらに、質量％で、
Ｃｕ：０．００５～１．５％、
Ｎｉ：０．０１～１０％、
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Ｃｒ：０．０１～１．５％
のうちの１種または２種以上を含有することを特徴とする、請求項７～９のいずれか１項
に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手の製造方法。
【請求項１１】
　前記溶接材料が、さらに、質量％で、
Ｃａ：０．０００２～０．０１％、
Ｍｇ：０．０００２～０．０１％、
ＲＥＭ：０．０００２～０．０１％
のうちの１種または２種以上を含有することを特徴とする、請求項７～１０のいずれか１
項に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エレクトロスラグ溶接、エレクトロガスアーク溶接、サブマージアーク溶接
等の、実質的に１パスで溶接される大入熱溶接法を用いて厚鋼板の溶接継手を作製するに
際して、良好な溶接金属特性を有するとともに溶接構造物としての安全性の高い、溶接金
属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手およびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、エレクトロスラグ溶接等の１パス大入熱溶接は、小～中入熱の多層盛溶接法に
比べ、簡便で高能率な溶接が可能であることから、建築、橋梁などの溶接構造物の溶接に
多用されている。例えば、エレクトロスラグ溶接法では、その溶接入熱が５００ｋＪ／ｃ
ｍ程度以上と、溶接入熱が数十ｋＪ／ｃｍ以下の多層盛溶接に比べて極めて大きい。しか
しながら、１パス大入熱溶接では、溶接入熱が大きいことから、溶接によって形成される
溶接金属の冷却速度が小さく、変態組織が粗大になるという問題がある。また、１パス溶
接であるが故に、後続の溶接ビードによる組織微細化や焼戻し効果が期待できないため、
溶接金属の靭性を確保することが容易でなく、その結果として、溶接構造物を形成する溶
接継手としての安全性確保が困難であるという問題がある。また、エレクトロガスアーク
溶接や厚手材における１パスサブマージアーク溶接も、上記のエレクトロスラグ溶接とほ
ぼ同様の状況であり、同様の問題がある。
【０００３】
　上述のように、大入熱溶接における溶接金属の靭性確保は一般的に困難であることから
、現状では、強度レベルが、降伏強度で４００ＭＰａ程度、引張強度で７００ＭＰａ程度
以下までの鋼板に対応した溶接ワイヤ並びに溶接材料しか確立されていない。ここで、例
えば、特許文献１には、引張強度５００～６００ＭＰａ級鋼用で、エレクトロスラグ溶接
で用いられ、良好な溶接金属の靭性が得られる溶接ワイヤが開示されているものの、溶接
金属の引張強度は７００ＭＰａに届かないものである。
【０００４】
　一方、１パス大入熱溶接における溶接金属では、降伏比が低くなることが不可避である
ため、例えば、降伏強度を５００ＭＰａ級とする場合には、溶接金属中に合金元素を多量
に含有させる必要がある。このため、溶接金属の靭性の確保が一層困難となり、現状、降
伏強度が５００ＭＰａ以上、あるいは、降伏強度が５００ＭＰａ以上で、かつ、引張強度
が７８０ＭＰａ以上であり、併せて靭性が良好な溶接金属を得ることは実現されていない
。また、上述の特許文献１においては、降伏強度についての開示はなく、実施例において
も示されていないが、引張強度が７００ＭＰａ未満であることから、溶接金属の降伏強度
も５００ＭＰａには遠く及ばないものと推定される。
【特許文献１】特開２００２－７９３９６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
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　近年、鋼構造物は大型化が進み、構造物の軽量化や、板厚低減による溶接能率向上等の
要求から厚鋼板の高強度化が進んできており、降伏強度が５００ＭＰａ以上、あるいは、
降伏強度が５００ＭＰａ以上で、かつ、引張強度が７８０ＭＰａ以上で、かつ大入熱溶接
しても溶接部の靭性が確保可能な厚鋼板が実用化されつつある。しかしながら、このよう
な要求に対応する溶接材料並びに溶接技術は、現状では、ほとんど提案されていない。
【０００６】
　本発明は上記問題に鑑みてなされたものであり、実質的に１パス溶接となる大入熱溶接
、例えば、エレクトロスラグ溶接、エレクトロガスアーク溶接、１パスサブマージアーク
溶接において、より具体的には、溶接入熱が１００～１０００ｋＪ／ｃｍ、溶接金属の凝
固後の冷却速度が、８００℃から５００℃までの冷却時間（以下、Δｔ８／５と表記する
ことがある）で１５０ｓ～７００ｓの１パス大入熱溶接において、溶接金属の降伏強度が
５００ＭＰａ以上、あるいは、降伏強度が５００ＭＰａ以上で、かつ、引張強度が７８０
ＭＰａ以上の強度を有し、－２０℃における２ｍｍＶノッチシャルピー衝撃試験の吸収エ
ネルギー（以下、ｖＥ－２０と表記することがある）が２７Ｊ以上であり、溶接金属の靭
性に優れた１パス大入熱溶接継手およびその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、溶接入熱が１００～１０００ｋＪ／ｃｍ、溶接金属の凝固後の冷却速度
が８００℃から５００℃までの冷却時間（Δｔ８／５）で１５０ｓ～７００ｓの、高い降
伏強度と靭性とを同時に達成することが困難な条件における、溶接金属組成、組織と強度
、靭性との関係、並びに、強度、靭性の向上手段について詳細な研究を行った。この結果
、降伏強度が５００ＭＰａ以上、あるいは、降伏強度が５００ＭＰａ以上で、かつ、引張
強度が７８０ＭＰａ以上の強度レベルの溶接金属において、併せて高い靱性を達成するた
めには、先ず、溶接金属のＣを厳密に制限することが大前提であり、その上で、変態強化
、析出強化を駆使するために、溶接金属の焼入性（炭素当量：Ｃｅｑ．）、析出強化元素
量（Ｎｂ当量：Ｎｂｅｑ．）を適正化し、さらに、金属組織も規定することが必須である
ことを新たに知見した。
【０００８】
　すなわち、高い強度と靭性とを確保するためには、溶接金属のミクロ組織として、粒界
フェライトを観察断面における面積率で５％以下に極力抑制し、その上で、溶接金属中の
Ｃ含有量を０．０３～０．０８％に制限することが必須であることを見出した。強度が高
く、かつ、大入熱溶接であるが故にミクロ組織が全般的に粗大となる溶接金属では、特に
、靭性に対するＣ量の影響が極めて大きく、溶接金属中のＣ量を０．０８％以下に限定す
ることが必要であり、また、併せて、粗大な組織を形成する粒界フェライトの生成を抑制
することも必要となる。また、粒界フェライトの生成を抑制するためには、後述するよう
に、Ｔｉ、Ｂを溶接金属中に適正量で含有させた上で、次式｛Ｃｅｑ．＝Ｃ％＋Ｓｉ％／
２４＋Ｍｎ％／６＋Ｎｉ％／４０＋Ｃｒ％／５＋Ｍｏ％／４＋Ｗ％／８＋Ｖ％／１４｝で
表される炭素当量（Ｃｅｑ．）により、焼入性を適正範囲内とする必要がある。粒界フェ
ライトの抑制は、強度を高める上でも必須要件となるが、全面微細なアシキュラーフェラ
イトやベイナイト組織とした場合でも、凝固組織ままとなる１パス大入熱溶接の溶接金属
ではマトリクス中の可動転位が多いため、降伏強度が引張強度の割に極めて低くならざる
を得ないことから、別途付加的な方策が必要となる。
【０００９】
　靭性の劣化代を抑制して、溶接金属の強度、特に降伏強度を５００ＭＰａ以上に高める
には、析出強化を利用することが好ましい。析出強化元素としては、定性的には、炭窒化
物を形成するＮｂ、Ｖ、Ｔａ、Ｚｒ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗ等が同様の効果を示すが、各々、効
果の程度が異なることから、単位含有量あたりの析出強化代を実験的に当量化したのが、
次式｛Ｎｂｅｑ．＝Ｎｂ％＋０．５Ｔａ％＋０．４Ｖ％＋０．２５Ｚｒ％＋０．０５％Ｃ
ｒ＋０．２５％Ｍｏ％＋０．１２Ｗ％｝で表されるＮｂ当量である。上記析出元素のうち
の１種または２種以上を含有させ、各々の含有量を適正範囲内に限定した上で、上記Ｎｂ
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当量を０．０２０～０．３０％の範囲とすることにより、靭性を大きく劣化させることな
く、かつ、本発明の目的とする大入熱溶接条件下で微細析出させて、有効に析出強化を図
ることができる。
　本発明は、基本的には、以上の新たな知見に基づき、さらに詳細な実験によってなされ
たものであり、その要旨とするところは下記の通りである。
【００１０】
　［１］　質量％で、Ｃ：０．００５～０．１６％、Ｓｉ：０．００５～１．０％、Ｍｎ
：０．１～３．０％、Ｐ：０．０２％以下、Ｓ：０．０１％以下、Ｏ：０．０１％以下、
Ａｌ：０．００１～０．１％、Ｎ：０．００１～０．０１％をそれぞれ含み、残部がＦｅ
および不可避不純物からなる、降伏強度が５００ＭＰａ以上の厚鋼板と、実質的に１パス
で溶接される大入熱溶接による溶接部とからなる構造用の溶接継手であって、前記溶接部
に形成される溶接金属が、質量％で、Ｃ：０．０３～０．０８％、Ｓｉ：０．０５～１．
０％、Ｍｎ：０．５～３．０％、Ｐ：０．０２％以下、Ｓ：０．０１％以下、Ａｌ：０．
００１～０．１％、Ｔｉ：０．００１～０．０３％、Ｂ：０．０００５～０．０１０％、
Ｎ：０．００２～０．００８％、Ｏ：０．００３～０．０３０％をそれぞれ含み、かつ、
Ｎｂ：０．００３～０．１０％、Ｖ：０．００５～０．５０％、Ｍｏ：０．０２～２．０
％、Ｗ：０．０２～２．０％、Ｔａ：０．０１～０．３０％、Ｚｒ：０．０１～０．３０
％のうちの１種または２種以上を含有し、下記（１）式で表される炭素当量（Ｃｅｑ．）
が０．４０％～０．７０％の範囲であり、かつ、下記（２）式で表されるＮｂ当量（Ｎｂ
ｅｑ．）が０．０２０～０．３０％の範囲であり、残部がＦｅおよび不可避不純物からな
り、さらに、溶接金属組織における粒界フェライトの割合が面積率で５％以下であり、降
伏強度が５００ＭＰａ以上であることを特徴とする、溶接金属の靭性に優れた１パス大入
熱溶接継手。
　　Ｃｅｑ．＝Ｃ％＋Ｓｉ％／２４＋Ｍｎ％／６＋Ｎｉ％／４０＋Ｃｒ％／５＋Ｍｏ％／
４＋Ｗ％／８＋Ｖ％／１４　　・・・・・・・・・・・・・　　（１）
　　Ｎｂｅｑ．＝Ｎｂ％＋０．５Ｔａ％＋０．４Ｖ％＋０．２５Ｚｒ％＋０．０５％Ｃｒ
＋０．２５％Ｍｏ％＋０．１２Ｗ％　　　・・・・・・　　（２）
　ただし、上記（１）、（２）式中において各元素の含有量を表す単位（％）は、それぞ
れ溶接金属中における質量％を示す。
【００１１】
　［２］　前記厚鋼板および前記溶接金属の引張強度が７８０ＭＰａ以上であることを特
徴とする、上記［１］に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手。
　［３］　前記溶接金属が、さらに、質量％で、Ｃｕ：０．００５～１．５％、Ｎｉ：０
．０１～６％、Ｃｒ：０．０１～１．５％のうちの１種または２種以上を含有することを
特徴とする、上記［１］または［２］に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接
継手。
　［４］　前記溶接金属が、さらに、質量％で、Ｃａ：０．０００２～０．０１％、Ｍｇ
：０．０００２～０．０１％、ＲＥＭ：０．０００２～０．０１％のうちの１種または２
種以上を含有することを特徴とする、上記［１］～［３］のいずれか１項に記載の溶接金
属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手。
　［５］　前記厚鋼板が、さらに、質量％で、Ｃｕ：０．００５～１．５％、Ｎｉ：０．
０１～６％、Ｃｒ：０．０１～１．５％、Ｍｏ：０．０１～１．５％、Ｗ：０．０１～１
．５％、Ｎｂ：０．００２～０．１０％、Ｖ：０．００２～０．５０％、Ｔａ：０．００
２～０．５０％、Ｚｒ：０．００２～０．５０％、Ｔｉ：０．００２～０．０５０％、Ｂ
：０．０００３～０．０１５％のうちの１種または２種以上を含有することを特徴とする
、上記［１］～［４］のいずれか１項に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接
継手。
　［６］　前記厚鋼板が、さらに、質量％で、Ｃａ：０．０００２～０．０１％、Ｍｇ：
０．０００２～０．０１％、ＲＥＭ：０．０００２～０．０１％のうちの１種または２種
以上を含有することを特徴とする、上記［１］～［５］のいずれか１項に記載の溶接金属
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の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手。
【００１２】
　［７］　上記［１］～［６］のいずれか１項に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大
入熱溶接継手を製造する方法であって、前記厚鋼板を溶接する際、質量％で、Ｃ：０．０
０５～０．１０％、Ｓｉ：０．０５～１．０％、Ｍｎ：０．５～３．５％、Ｐ：０．０２
％以下、Ｓ：０．０１％以下、Ａｌ：０．００１～０．１％、Ｔｉ：０．００１～０．２
５％、Ｂ：０．０００５～０．０２０％、Ｎ：０．００１～０．０１０％をそれぞれ含み
、かつ、Ｎｂ：０．００２～０．１０％、Ｖ：０．００５～１．０％、Ｍｏ：０．０２～
３．０％、Ｗ：０．０２～３．０％、Ｔａ：０．０１～０．５０％、Ｚｒ：０．０１～０
．５０％のうちの１種または２種以上を含有し、残部Ｆｅならびに不可避不純物からなる
溶接材料を用いて、溶接入熱が１５０～１０００ｋＪ／ｃｍの１パス大入熱溶接により溶
接することを特徴とする、溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手の製造方法。
　［８］　前記溶接材料が、質量％で、Ｃ：０．００５～０．０２％未満を含有すること
を特徴とする、上記［７］に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手の製造
方法。
　［９］　前記溶接材料が、質量％で、Ｎｂ：０．００２～０．００９％を含有すること
を特徴とする、上記［７］または［８］に記載の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶
接継手の製造方法。
　［１０］　前記溶接材料が、さらに、質量％で、Ｃｕ：０．００５～１．５％、Ｎｉ：
０．０１～１０％、Ｃｒ：０．０１～１．５％のうちの１種または２種以上を含有するこ
とを特徴とする、上記［７］～［９］のいずれか１項に記載の溶接金属の靭性に優れた１
パス大入熱溶接継手の製造方法。
　［１１］　前記溶接材料が、さらに、質量％で、Ｃａ：０．０００２～０．０１％、Ｍ
ｇ：０．０００２～０．０１％、ＲＥＭ：０．０００２～０．０１％のうちの１種または
２種以上を含有することを特徴とする、上記［７］～［１０］のいずれか１項に記載の溶
接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手の製造方法。
【００１３】
　なお、本発明において説明する、実質的に１パスで溶接される大入熱溶接とは、エレク
トロスラグ溶接、エレクトロガスアーク溶接、サブマージアーク溶接等が挙げられ、具体
的には、溶接入熱が１００～１０００ｋＪ／ｃｍと大きく、また、溶接金属の凝固後の冷
却速度が、８００℃から５００℃までの冷却時間で１５０ｓ～７００ｓである溶接方法の
ことを言う。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手およびその製造方法によれば、
上記構成により、実質的に１パス溶接となる大入熱溶接、例えば、エレクトロスラグ溶接
、エレクトロガスアーク溶接、１パスサブマージアーク溶接等において、より具体的には
、溶接入熱が１００～１０００ｋＪ／ｃｍ程度、溶接金属の凝固後の冷却速度が、８００
℃から５００℃までの冷却時間（Δｔ８／５）で１５０ｓ～７００ｓ程度の１パス大入熱
溶接において、溶接金属の降伏強度が５００ＭＰａ以上、あるいは、溶接金属の降伏強度
が５００ＭＰａ以上で、かつ、引張強度が７８０ＭＰａ以上であり、さらに、－２０℃に
おける２ｍｍＶノッチシャルピー衝撃試験の吸収エネルギー（ｖＥ－２０）が２７Ｊ以上
と、優れた強度特性と併せて良好な靱性を備える溶接金属が得られる。これにより、溶接
金属の靭性に優れた、１パス大入熱による溶接継手を得ることができ、産業上の効果は極
めて大きい。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明の溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手（以下、単に溶接継手と
略称することがある）およびその製造方法の実施の形態について、図面を適宜参照しなが
ら説明する。なお、この実施形態は、発明の趣旨をより良く理解させるために詳細に説明
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するものであるから、特に指定の無い限り、本発明を限定するものではない。
【００１６】
　本発明に係る溶接継手は、規定範囲の成分を含有する厚鋼板と、実質的に１パスで溶接
される大入熱溶接による溶接部とからなる構造用の溶接継手であり、前記溶接部に形成さ
れる溶接金属が規定範囲の化学成分組成とされ、下記（１）式で表される炭素当量（Ｃｅ
ｑ．）が０．４０％～０．７０％の範囲であり、かつ、下記（２）式で表されるＮｂ当量
（Ｎｂｅｑ．）が０．０２０～０．３０％の範囲であり、残部がＦｅおよび不可避不純物
からなり、さらに、溶接金属組織における粒界フェライトの割合が面積率で５％以下であ
り、降伏強度が５００ＭＰａ以上である構成とされている。
　Ｃｅｑ．＝Ｃ％＋Ｓｉ％／２４＋Ｍｎ％／６＋Ｎｉ％／４０＋Ｃｒ％／５＋Ｍｏ％／４
＋Ｗ％／８＋Ｖ％／１４　　・・・・・・・・・・・・・　　（１）
　Ｎｂｅｑ．＝Ｎｂ％＋０．５Ｔａ％＋０．４Ｖ％＋０．２５Ｚｒ％＋０．０５％Ｃｒ＋
０．２５％Ｍｏ％＋０．１２Ｗ％　　　・・・・・・　　（２）
　ただし、上記（１）、（２）式中において各元素の含有量を表す単位（％）は、それぞ
れ溶接金属中における質量％を示す。
【００１７】
　溶接金属において、目標とする強度と良好な靭性を達成するためには、基本的には、溶
接金属の化学組成および組織を規定すれば良い。しかしながら、大入熱溶接では、鋼板が
溶接の熱によって溶融して溶接材料から形成された溶融金属と混じり合う比率、いわゆる
母材希釈率が大きいため、実際に溶接金属の成分を制御するためには、溶接材料の化学成
分に加え、鋼板の化学成分も規定する必要がある。なお、エレクトロスラグ溶接やサブマ
ージアーク溶接においては鋼製裏当金を用いる場合があり、この場合には、該鋼製裏当金
からの希釈もあるが、その寄与率は、溶接材料や鋼板に比べて小さいため、溶接金属組成
や特性への影響は基本的には無視できる。
【００１８】
　本発明は、溶接入熱が非常に大きく、後続の溶接パスによる再熱を受けないために、溶
接金属組織がアシキュラーフェライトでも上部ベイナイトであっても、組織によらず、組
織粗大化が著しく、降伏強度が５００ＭＰａ以上、あるいは、降伏強度が５００ＭＰａ以
上で、かつ、引張強度が７８０ＭＰａ以上の高強度であるために、通常では溶接金属の靭
性の確保が極めて困難な溶接継手に対して、最も有効である。具体的には、実質的に１パ
ス大入熱溶接となる、エレクトロスラグ溶接、エレクトロガスアーク溶接、サブマージア
ーク溶接等において、溶接入熱が１００～１０００ｋＪ／ｃｍ、溶接金属の凝固後の冷却
速度が、８００℃から５００℃までの冷却時間（Δｔ８／５）で１５０ｓ～７００ｓの場
合である。ただし、前記溶接入熱、Δｔ８／５の範囲は本発明の効果が最も顕著な条件範
囲であり、溶接入熱が１００～１０００ｋＪ／ｃｍ、および／または、溶接金属の凝固後
の冷却速度が、８００℃から５００℃までの冷却時間（Δｔ８／５）で１５０ｓ～７００
ｓの範囲からはずれていても、実質的に１パス大入熱溶接による溶接金属で、降伏強度が
５００ＭＰａ以上であれば、本発明の効果は担保される。
【００１９】
　以上により、本発明は、降伏強度が５００ＭＰａ以上、あるいは、降伏強度が５００Ｍ
Ｐａ以上で、かつ、引張強度が７８０ＭＰａ以上の母材強度並びに溶接金属強度を有し、
溶接継手全体としても該強度を担保できる場合に、最も大きな効果を発揮するものである
。また、それ故、本発明の範囲は、厚鋼板ならびに溶接金属の降伏強度が５００ＭＰａ以
上、あるいは、降伏強度が５００ＭＰａ以上で、かつ、引張強度が７８０ＭＰａ以上で、
溶接継手全体としても同等以上の強度を発揮する溶接継手とする。
【００２０】
［溶接金属の要件］
　先ず、本発明に係る溶接継手における溶接金属の要件について説明する。
　本発明における溶接金属は、質量％で、Ｃ：０．０３～０．０８％、Ｓｉ：０．０５～
１．０％、Ｍｎ：０．５～３．０％、Ｐ：０．０２％以下、Ｓ：０．０１％以下、Ａｌ：
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０．００１～０．１％、Ｔｉ：０．００１～０．０３％、Ｂ：０．０００５～０．０１０
％、Ｎ：０．００２～０．００８％、Ｏ：０．００３～０．０３０％をそれぞれ含み、か
つ、Ｎｂ：０．００３～０．１０％、Ｖ：０．００５～０．５０％、Ｍｏ：０．０２～２
．０％、Ｗ：０．０２～２．０％、Ｔａ：０．０１～０．３０％、Ｚｒ：０．０１～０．
３０％のうちの１種または２種以上を含有し、必要に応じて、Ｃｕ：０．００５～１．５
％、Ｎｉ：０．０１～６％、Ｃｒ：０．０１～１．５％のうちの１種または２種以上を含
有し、さらに、必要に応じて、Ｃａ：０．０００２～０．０１％、Ｍｇ：０．０００２～
０．０１％、ＲＥＭ：０．０００２～０．０１％のうちの１種または２種以上を含有し、
下記（１）式で表される炭素当量（Ｃｅｑ．）が０．４０％～０．７０％の範囲であり、
かつ、下記（２）式で表されるＮｂ当量（Ｎｂｅｑ．）が０．０２０～０．３０％の範囲
であり、残部がＦｅおよび不可避不純物からなり、さらに、溶接金属組織における粒界フ
ェライトの割合が面積率で５％以下であり、降伏強度が５００ＭＰａ以上であり、さらに
好ましくは、引張強度が７８０ＭＰａ以上であることを要件とする。
　　Ｃｅｑ．＝Ｃ％＋Ｓｉ％／２４＋Ｍｎ％／６＋Ｎｉ％／４０＋Ｃｒ％／５＋Ｍｏ％／
４＋Ｗ％／８＋Ｖ％／１４　　・・・・・・・・・・・・・　　（１）
　　Ｎｂｅｑ．＝Ｎｂ％＋０．５Ｔａ％＋０．４Ｖ％＋０．２５Ｚｒ％＋０．０５％Ｃｒ
＋０．２５％Ｍｏ％＋０．１２Ｗ％　　　・・・・・・　　（２）
　ただし、上記（１）、（２）式中において各元素の含有量を表す単位（％）は、それぞ
れ溶接金属中における質量％を示す。
【００２１】
＜溶接金属の化学成分組成＞
　本発明の溶接継手においては、以下に説明する理由により、溶接金属中の化学成分組成
を適正範囲に規定している。なお、以下の説明において、化学成分組成における各成分の
含有量を示す「％」は、特に指定の無い限り「質量％」を示す。
【００２２】
「Ｃ：０．０３～０．０８％」
　先ず、溶接金属中のＣは、１パス大入熱溶接金属の靱性確保のために、最も重要な成分
の一つであり、０．０８％を超えると、他の成分やミクロ組織を適正化しても、必要なシ
ャルピー吸収エネルギーを安定的に確保することが難しくなる。ただし、溶接金属中のＣ
含有量が０．０３％未満では、降伏強度を５００ＭＰａ以上で確保することや、引張強度
を７８０ＭＰａ以上とすることが難しくなるため、本発明においては、溶接金属中のＣ含
有量を０．０３～０．０８％に限定する。
【００２３】
「Ｓｉ：０．０５～１．０％」
　溶接金属中のＳｉは、脱酸元素として作用し、溶接金属中のＯ量の低減に有効である。
溶接金属中のＳｉ含有量が０．０５％未満であると、脱酸作用の不足により、Ｏ量が増加
し、また、粗大な酸化物が形成されやすく靱性劣化の原因になるとともに、溶接欠陥も助
長するため、０．０５％以上含有させる必要がある。一方、溶接金属中のＳｉが１．０％
を超えて過剰に含有されると、組織中の島状マルテンサイトが増加して靱性が劣化するた
め、溶接金属中のＳｉは０．０５～１．０％に限定する。
【００２４】
「Ｍｎ：０．５～３．０％」
　溶接金属中のＭｎは、脱酸元素として作用し、溶接金属中のＯ量の低減に有効である。
また、Ｍｎを適正量で含有すれば、溶接金属組織を微細化して強度ならびに靱性向上にも
寄与する。しかしながら、３．０％を超えて過剰にＭｎを含有させると、靱性を劣化させ
るようになる。一方、Ｍｎの含有量が０．５％未満では、アシキュラーフェライトの生成
が十分でなく、組織が粗大化して靭性が劣化する。そのため、本発明においては、溶接金
属中のＭｎの含有量を０．５～３．０％に限定する。
【００２５】
「Ｐ：０．０２％以下」
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　溶接金属中のＰは、不純物元素であり、靱性を確保するためには可能な限り少ない方が
好ましいが、０．０２％以下であれば、その靱性劣化程度は大きくないため、本発明にお
いてはＰ含有量の上限を０．０２％とする。
【００２６】
「Ｓ：０．０１％以下」
　溶接金属中のＳも不純物元素であり、０．０１％を超えて溶接金属中に含有されると、
延性や靱性を劣化させるため、本発明においては、溶接金属中のＳ含有量は０．０１％を
上限とする。
【００２７】
「Ａｌ：０．００１～０．１％」
　溶接金属中のＡｌは、脱酸元素として有効である。ただし、Ａｌの含有量が０．１％を
超えると、溶接金属中の酸化物が粗大となり、かつ、Ｔｉ酸化物の生成を抑制して組織を
粗大にする悪影響もあることから、溶接金属の靱性を大きく劣化させる。なお、溶接金属
中のＡｌを０．００１％未満とすることは工業的に困難であるため、本発明においては、
溶接金属中のＡｌ含有量は０．００１～０．１％に限定する。
【００２８】
「Ｔｉ：０．００１～０．０３％」
　溶接金属中のＴｉは、酸化物、窒化物を形成して、アシキュラーフェライトの生成核と
して働き、組織微細化に寄与するため、重要な元素である。ただし、０．０３％を超えて
Ｔｉを含有させると、Ｔｉの酸化物や窒化物が粗大化するのと、炭化物が析出することに
よって靱性を著しく損ねるため、上限を０．０３％とする。また、溶接金属中のＴｉを０
．００１％未満とすることは工業的に困難であるため、本発明においては、溶接金属中の
Ｔｉ含有量は、０．００１～０．０３％に限定する。
【００２９】
「Ｂ：０．０００５～０．０１０％」
　溶接金属中のＢは、粗大な粒界フェライト抑制に効果があり、降伏強度と靭性とを同時
に向上できるため、本発明において必須である。このような効果を確実に発揮するために
は、Ｂを溶接金属中に０．０００５％以上含有させる必要がある。ただし、０．０１０％
を超えて過剰にＢを含有させると、粗大なＢの析出物を形成して、逆に靭性を劣化させる
ようになるため、本発明においては、溶接金属中のＢ含有量は、０．０００５～０．０１
０％に限定する。
【００３０】
「Ｎ：０．００２～０．００８％」
　溶接金属中のＮは、ＴｉＮを形成し、アシキュラーフェライトの生成核となって組織微
細化を通した靭性向上に寄与し得る。ただし、溶接金属中のＮが０．００８％を超えると
、固溶Ｎによる靭性劣化が顕在化する。また、ＢがＢＮとして析出して、組織制御に有効
な固溶Ｂ量が減少し、粗大な粒界フェライトを生成しやすくなることも靭性劣化要因とな
るため、本発明においては、溶接金属中のＮ含有量の上限を０．００８％とする。なお、
溶接金属中のＮを０．００２％未満とすることは工業的に困難であるため、本発明におい
てはＮの下限を０．００２％とする。
【００３１】
「Ｏ：０．００３～０．０３０％」
　溶接金属中のＯは、０．０３０％を超えて過剰に含有させると、延性やシャルピー試験
の吸収エネルギーが低下するため、好ましくない。ただし、Ｏ量が０．０３０％以下であ
れば、アシキュラーフェライトの生成核となるＴｉの酸化物の個数密度増加に寄与するこ
とから靭性向上に有効であり、また、延性やシャルピー試験の吸収エネルギー低下が許容
範囲であるため、本発明においては、溶接金属中のＯ含有量の上限を０．０３０％とする
。ただし、大入熱溶接においては、溶接金属中のＯ量を０．００３％未満とすることは工
業的に困難であるため、本発明においては、溶接金属中のＯ含有量を０．００３～０．０
３０％に限定する。
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【００３２】
　以上が、本発明の溶接継手の溶接金属における化学成分組成の必須元素とその限定理由
であるが、本発明においては、さらに、溶接金属の諸特性の向上等を目的として、選択的
に化学成分組成を限定することがより好ましい。
【００３３】
　ここで、析出強化による降伏強度、引張強度の向上に対して、定性的には、以下に説明
するＮｂ、Ｖ、Ｍｏ、Ｗ、Ｔａ、Ｚｒの各元素は、ほぼ同等の効果を有し、上記（２）式
のＮｂ当量が０．０２０～０．３０％となる範囲であれば、選択的に用いることが可能で
ある。ただし、上記（２）式を満足している場合でも、効果を確実に発揮させ、また、悪
影響を避けるためには、各々の元素の含有量も限定する必要があり、本発明では、以下に
説明する範囲に規定する。
【００３４】
「Ｎｂ：０．００３～０．１０％」
　溶接金属中にＮｂを含有させる場合は、０．００３～０．１０％に限定する。これは、
Ｎｂの含有量が０．００３％未満では、溶接の熱履歴では析出が容易でなく、効果が明確
に発揮できないことと、０．１０％超では、析出物が粗大化して、強度の上昇代以上に靭
性を劣化させ、かつ、溶接割れ感受性が増すためである。
【００３５】
「Ｖ：０．００５～０．５０％」
　溶接金属中にＶを含有させる場合は、０．００５～０．５０％に限定する。これは、Ｖ
の含有量が０．００５％未満では、溶接の熱履歴では析出が容易でなく、効果が明確に発
揮できないことと、０．５０％超では、析出物が粗大化して、強度の上昇代以上に靭性を
劣化させる虞が大きいためである。
【００３６】
「Ｍｏ：０．０２～２．０％」
　溶接金属中にＭｏを含有させる場合は、０．０２～２．０％に限定する。これは、Ｍｏ
の含有量が０．０２％未満では、溶接の熱履歴では析出が容易でなく、効果が明確に発揮
できないことと、２．０％超では、焼入性が過大となって強度が過度に上昇し、靭性を大
きく劣化させたり、低温割れを助長するためである。
【００３７】
「Ｗ：０．０２～２．０％」
　溶接金属中にＷを含有させる場合は、０．０２～２．０％に限定する。これは、Ｗの含
有量が０．０２％未満では、溶接の熱履歴では析出が容易でなく、効果が明確に発揮でき
ないことと、２．０％超では、焼入性が過大となって強度が過度に上昇し、靭性を大きく
劣化させたり、低温割れを助長するためである。
【００３８】
「Ｔａ：０．０１～０．３０％」
　溶接金属中にＴａを含有させる場合は、０．０１～０．３０％に限定する。これは、Ｔ
ａの含有量が０．０１％未満では、溶接の熱履歴では析出が容易でなく、効果が明確に発
揮できないことと、０．３０％超では、析出物が粗大化して、強度の上昇代以上に靭性を
劣化させる虞が大きいためである。
【００３９】
「Ｚｒ：０．０１～０．３０％」
　溶接金属中にＺｒを含有させる場合は、０．０１～０．３０％に限定する。これは、Ｚ
ｒの含有量が０．０１％未満では、溶接の熱履歴では析出が容易でなく、効果が明確に発
揮できないことと、０．３０％超では、析出物が粗大化して、強度の上昇代以上に靭性を
劣化させる虞が大きいためである。
【００４０】
　また、本発明おいては、強度、靭性の調整のために、必要に応じて、さらに、溶接金属
中にＣｕ、Ｎｉ、Ｃｒのうちの１種または２種以上を含有させることができる。その場合
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には、下記に説明するように、各元素の含有量を各々限定する必要がある。
【００４１】
「Ｃｕ：０．００５～１．５％」
　溶接金属中にＣｕを含有させる場合、Ｃｕは主として固溶強化により、靭性の大きな劣
化を招かずに強度を高めることが可能であるが、溶接金属中のＣｕ含有量が０．００５％
未満であると、上記効果を明確に発揮できないため、好ましくない。一方、１．５％を超
えてＣｕを含有させると、靭性の劣化が顕著となり、高温割れも生じやすくなるため、本
発明においては、溶接金属中にＣｕを含有させる場合の含有量を０．００５～１．５％に
限定する。
【００４２】
「Ｎｉ：０．０１～６％」
　溶接金属中にＮｉを含有させる場合、Ｎｉは固溶靭化効果｛溶質元素（ここではＮｉ）
の固溶により靭性を高める効果のことを言い、以下同様｝による高靭性化と焼入性向上効
果による高強度化を同時に達成できる可能性があるため、非常に有益な元素である。ただ
し、溶接金属中のＮｉ含有量が０．０１％未満であると、上記効果が明確に現れないため
、溶接金属中に含有させる場合は０．０１％以上とする。一方、Ｎｉを、６％を超えて含
有させると、焼入性が過大となって強度が過度に高まるために溶接金属の低温割れが生じ
やすくなり、また、高温割れ感受性も高まるため、好ましくない。従って、本発明におい
ては、溶接金属中にＮｉを含有させる場合の上限を６％とする。
【００４３】
「Ｃｒ：０．０１～１．５％」
　溶接金属中にＣｒを含有させる場合は、０．０１～１．５％に限定する必要がある。す
なわち、Ｃｒは主として焼入性を高め、変態強化により溶接金属の強度を向上させる効果
を有するが、０．０１％未満では明確な効果が見られず、一方、１．５％超では低温割れ
感受性が高まり、また、靭性の劣化が顕著となるため、好ましくない。
【００４４】
「Ｃａ、Ｍｇ、ＲＥＭ：０．０００２～０．０１％（各元素）」
　本発明においては、溶接金属中のＯ量の低減や介在物の組成、形態制御による延性の改
善や組織微細化を図るため、必要に応じて、Ｃａ、Ｍｇ、ＲＥＭのうちの１種または２種
以上を溶接金属に含有させることが可能である。ただし、その含有量は各々限定する必要
があり、溶接金属中にこれら元素を含有させる場合、その効果を発揮するための下限の含
有量は、いずれも０．０００２％である。一方、これらの元素を過剰に含有させると、硫
化物や酸化物の粗大化を生じ、延性や靭性の劣化を招き、また、溶接ビード形状の劣化や
溶接性の劣化の可能性も生じるため、いずれも上限を０．０１％とする。
【００４５】
　以上が、本発明の溶接継手における溶接金属の化学組成の、個々の元素に関する要件で
あるが、本発明においては、上記（１）式で表される炭素当量（Ｃｅｑ．）、並びに、上
記（２）式で表されるＮｂ当量（Ｎｂｅｑ．）で、溶接金属の化学成分組成をさらに限定
する必要があり、本発明では、以下に説明する範囲に規定する。
【００４６】
「炭素当量（Ｃｅｑ．）：０．４０％～０．７０％」
　先ず、上記（１）式で表される炭素当量は、０．４０％以上とする必要がある。炭素当
量が０．４０％未満であると、焼入性が十分でなく、後述のＮｂ当量が本発明の規定範囲
を満足していても、降伏強度で５００ＭＰａ以上、あるいは、降伏強度が５００ＭＰａ以
上で、かつ、引張強度が７８０ＭＰａ以上の高強度を安定的に確保することが困難となる
。また、炭素当量が０．４０％未満だと、粗大な粒界フェライトの生成を抑制できず、靭
性も併せて劣化してしまう可能性がある。一方、本発明においては、炭素当量の上限は０
．７０％とする。炭素当量が０．７０％超であると、溶接金属の強度が過度に高くなり、
また、粗大なベイナイト組織や脆化組織が形成され、靭性が著しく阻害される可能性が高
くなるため、好ましくない。
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【００４７】
「Ｎｂ当量（Ｎｂｅｑ．）：０．０２０～０．３０％」
　次に、上記（２）式で表されるＮｂ当量は、強度、特に降伏強度確保のために、上述の
炭素当量が本発明の要件を満たしている前提で、０．０２０％以上とする必要がある。Ｎ
ｂ当量が０．０２０％未満であると、１パス大入熱溶接における溶接金属の降伏強度を、
安定的に５００ＭＰａ以上とすることが難しい。また、引張強度は、Ｎｉ、Ｃｒ等の合金
元素の増加によって焼入性を高め、下部ベイナイトやマルテンサイト主体組織とすること
でも達成可能ではあるが、凝固まま組織での下部ベイナイトやマルテンサイト主体組織は
可動転位が多く存在する。そのため、降伏強度は必ずしも引張強度に比例して上昇しない
ことから、合金元素の増加だけで降伏強度を５００ＭＰａ以上とすることは難しい。合金
元素の増加だけで降伏強度を５００ＭＰａ以上としようとすると、引張強度が過度に高く
なるため、靭性の著しい劣化や低温割れ、高温割れ感受性の上昇を招く。また、Ｎｂ当量
が高いほど降伏強度は高くなるが、０．３０％を超えても効果が飽和するのと、靭性の劣
化が大きくなるため、本発明においては、溶接金属のＮｂ当量は０．０２０～０．３０％
に限定する。
【００４８】
＜金属組織＞
　本発明の溶接継手においては、溶接金属の化学成分組成を上述の要件で規定することに
加え、溶接金属の金属組織についても、以下に説明するように限定する。
【００４９】
「溶接金属組織における粒界フェライトの割合：面積率で５％以下」
　本発明では、化学成分組成の範囲が上記範囲であっても、各成分の組み合わせによって
は粗大な粒界フェライトが生じる可能性があり、その場合は降伏強度と靭性とがともに劣
化するため、溶接金属のミクロ組織において、粒界フェライトの割合を制限する。すなわ
ち、溶接金属組織における粒界フェライトの割合が面積率で５％超であると、溶接金属の
引張試験に際し、軟質相であるフェライトが早期に降伏するため、降伏強度が低くなって
しまう。また、上述した粗大な粒界フェライトが脆性破壊の起点となるため、靭性の劣化
も大きくなる。溶接金属組織における粒界フェライトの割合が面積率で５％以下であれば
、必然的に粒界フェライトの結晶粒径が微細となり、また、周囲の硬質相の拘束によって
粒界フェライト相での降伏が抑制されるため、降伏強度が高く保たれる。また、フェライ
トの粒径が微細であるため、靭性への悪影響も許容できる範囲となる。従って、本発明に
おいては、溶接金属組織における粒界フェライトの割合を、面積率で５％以下に限定する
。
　なお、本発明において説明する粒界フェライトの割合とは、ミクロ組織観察断面での面
積率を意味する。
【００５０】
　１パス大入熱溶接における溶接金属の降伏強度や靭性に対する主要な組織因子は、粒界
フェライトの割合であり、また、化学成分組成を上記範囲に限定しているため、粒界フェ
ライトの割合を限定すれば、残余の組織の種類、構成は問われない。しかしながら、粒界
フェライト以外の組織中に粒内変態により生成したアシキュラーフェライトと、粒内ベイ
ナイトの合計の割合を５０％以上とすると、安定して良好な靭性が得られるため、より好
ましい。
【００５１】
［厚鋼板の要件］
　次に、本発明に係る溶接継手における厚鋼板の要件について説明する。
　本発明で用いられるような厚鋼板を溶接する際、大入熱溶接では母材希釈が大きいこと
から、溶接金属の化学成分組成を限定するために、また、溶接継手全体としての特性を確
保するために、母材となる厚鋼板の化学成分組成も併せて限定する必要がある。なお、建
築構造物等で使用される四面ボックス柱のスキンプレートと補剛材や、ダイヤフラムとを
溶接するエレクトロスラグ溶接等の場合、本発明において継手を構成する厚鋼板とは、ス
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キンプレート並びにダイヤフラムの両方を指す。このように、２種類の鋼板を使用する場
合でも、各々の希釈率が同程度であるため、両方とも本発明の厚鋼板に関する要件を満足
する必要がある。
【００５２】
＜厚鋼板の化学成分組成＞
　本発明では、上記理由により、溶接継手を構成する厚鋼板の各々が、以下に説明する化
学成分組成を満足する必要がある。すなわち、本発明の溶接継手を構成する厚鋼板は、質
量％で、Ｃ：０．００５～０．１６％、Ｓｉ：０．００５～１．０％、Ｍｎ：０．１～３
．０％、Ｐ：０．０２％以下、Ｓ：０．０１％以下、Ｏ：０．０１％以下、Ａｌ：０．０
０１～０．１％、Ｎ：０．００１～０．０１％をそれぞれ含み、必要に応じて、Ｃｕ：０
．００５～１．５％、Ｎｉ：０．０１～６％、Ｃｒ：０．０１～１．５％、Ｍｏ：０．０
１～１．５％、Ｗ：０．０１～１．５％、Ｎｂ：０．００２～０．１０％、Ｖ：０．００
２～０．５０％、Ｔａ：０．００２～０．５０％、Ｚｒ：０．００２～０．５０％、Ｔｉ
：０．００２～０．０５０％、Ｂ：０．０００３～０．０１５％のうちの１種または２種
以上を含有し、さらに、必要に応じて、Ｃａ：０．０００２～０．０１％、Ｍｇ：０．０
００２～０．０１％、ＲＥＭ：０．０００２～０．０１％のうちの１種または２種以上を
含有し、残部がＦｅならびに不可避不純物からなることを要件とする。
　以下、厚鋼板をなす各成分の限定理由について詳述する。
【００５３】
「Ｃ：０．００５～０．１６％」
　厚鋼板中のＣは、降伏強度が５００ＭＰａ以上、あるいは、降伏強度が５００ＭＰａ以
上で、かつ、引張強度が７８０ＭＰａ以上の強度を確保する上で、０．００５％以上含有
させる必要がある。一方、厚鋼板中にＣを０．１６％超で含有させると、鋼板の靱性や溶
接熱影響部靱性、さらには耐溶接割れ性の劣化が大きくなって構造用鋼としての安全性が
損なわれる虞がある。また、希釈によって溶接金属のＣ含有量が過大となり、溶接材料や
裏当金組成によっては溶接金属中のＣ含有量が本発明の規定範囲を満足できなくなり、溶
接金属の靱性を劣化させる懸念があるため、本発明においては厚鋼板のＣ含有量の上限を
０．１６％とする。
【００５４】
「Ｓｉ：０．００５～１．０％」
　厚鋼板中のＳｉは、脱酸元素として、また、鋼板の強度確保に有効な元素である。ただ
し、１．０％を超えるＳｉの過剰な含有は、粗大な酸化物を形成して鋼板の延性や靭性の
劣化を招く。また、溶接金属中のＳｉ含有量も過大となって靱性を損ねる虞がある。なお
、厚鋼板中のＳｉ含有量を０．００５％未満とすることは、製造コストの増大を招くため
、好ましくない。このため、本発明においては、厚鋼板におけるＳｉ含有量の範囲は０．
００５～１．０％の範囲とする。
【００５５】
「Ｍｎ：０．１～３．０％」
　厚鋼板中のＭｎは、鋼板の焼入性を高め、強度、靭性の確保に必要な元素であり、最低
限０．１％以上含有させる必要がある。しかしながら、３．０％を超えるＭｎの過剰な含
有は、硬質相を生成するため、鋼板の靭性を著しく劣化させ、且つ、溶接熱影響部の靭性
、割れ性なども劣化させる。さらに、溶接金属の靱性にも悪影響を及ぼすようになるため
、本発明においては、厚鋼板におけるＭｎ含有量の上限を３．０％とする。
【００５６】
「Ｐ：０．０２％以下」
　厚鋼板中のＰは不純物元素であり、厚鋼板の特性、溶接金属の特性に対して、極力低減
することが好ましいが、本発明においては、靭性確保の点から許容できる量として上限を
０．０２％とした。
【００５７】
「Ｓ：０．０１％以下」
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　厚鋼板中のＳも、Ｐと同様、不純物元素であり、鋼板及び溶接金属の延性、靭性を劣化
させるため、極力低減することが必要である。なお、延性、靭性の劣化が大きくなく、実
用的に許容できる上限として、Ｓの含有量を０．０１％以下とする。
【００５８】
「Ｏ：０．０１％以下」
　厚鋼板中のＯも、Ｐ、Ｓと同様、不純物元素であり、厚鋼板の延性、靱性を劣化させる
ため、極力低減することが好ましい。なお、延性、靭性の劣化が大きくなく、実用的に許
容できる上限として、Ｏの含有量を０．０１％以下とする。
【００５９】
「Ａｌ：０．００１～０．１％」
　厚鋼板中のＡｌは、厚鋼板の脱酸、加熱オーステナイト粒径の微細化等に有効な元素で
ある。ただし、厚鋼板中のＡｌ量が０．１％を超えて過剰に含有されると、粗大な酸化物
を形成して厚鋼板の延性、靭性を極端に劣化させ、また、母材希釈によって溶接金属中の
Ａｌ量が過大となり、靱性に有害な上部ベイナイトが形成されて溶接金属の靱性が劣化す
る虞がある。なお、厚鋼板中のＡｌ含有量を０．００１％未満とすることは工業的に困難
であるため、本発明においては、厚鋼板中におけるＡｌ含有量を０．００１～０．１％の
範囲に限定する。
【００６０】
「Ｎ：０．００１～０．０１％」
　厚鋼板中のＮは、ＡｌやＴｉと結びついてオーステナイト粒微細化に有効に働き、厚鋼
板の靱性向上に寄与する。ただし、厚鋼板中のＮ含有量が０．０１％を超えて多くなると
、粗大な窒化物を形成して靱性を劣化させたり、また、固溶Ｎ量も増加して靱性を劣化さ
せる原因となるため、好ましくない。また、母材希釈により、溶接金属中のＮ含有量が過
大となり、このＮが固溶状態でフェライトマトリックスの靭性を大きく劣化させる。さら
に、溶接金属中のＢを窒化物として固定してしまい、Ｂのオーステナイト粒界での初析フ
ェライト変態の抑止効果を低下させ、靭性を劣化させる。このため、本発明においては、
厚鋼板中のＮ量の上限を０．０１％とする。なお、厚鋼板中のＮ含有量を０．００１％未
満とすることは、工業的に困難であるため、本発明においては、Ｎ含有量の下限を０．０
１％とする。
【００６１】
　以上が、本発明における厚鋼板の化学成分組成に関する必須要件であるが、本発明にお
いては、厚鋼板の強度や靱性の調整のために、必要に応じて、Ｃｕ：０．００５～１．５
％、Ｎｉ：０．０１～６％、Ｃｒ：０．０１～１．５％、Ｍｏ：０．０１～１．５％、Ｗ
：０．０１～１．５％、Ｎｂ：０．００２～０．１０％、Ｖ：０．００２～０．５０％、
Ｔａ：０．００２～０．５０％、Ｚｒ：０．００２～０．５０％、Ｔｉ：０．００２～０
．０５０％、Ｂ：０．０００３～０．０１５％のうちの１種または２種以上を含有させる
ことができる。
【００６２】
「Ｃｕ：０．００５～１．５％」
　厚鋼板中のＣｕは、主として焼入性向上効果と固溶強化により、厚鋼板の強度向上に有
効な元素であるが、厚鋼板中に含有させる場合、その効果を発揮するためには、０．００
５％以上含有させる必要がある。一方、鋼板中にＣｕを１．５％超含有させると、熱間加
工性に問題を生じるため、厚鋼板中のＣｕ含有量は０．００５～１．５％に限定する。
【００６３】
「Ｎｉ：０．０１～６％」
　厚鋼板中のＮｉは、本質的に鋼のマトリクスの靭性を高めることが可能な元素であり、
適正に用いれば、ミクロ組織に大きく依存せずに、強度と靭性を同時に向上できるため、
機械的性質向上には非常に有効な元素である。なお、Ｎｉを厚鋼板に含有させる場合、効
果を発揮するためには０．０１％以上含有させる必要がある。また、厚鋼板中のＮｉ含有
量が多くなるに伴い、強度－靭性バランスは向上するものの、６％を超えて含有させても
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効果が飽和するため、経済性も考慮して、本発明ではＮｉ含有量の上限を６％とする。
【００６４】
「Ｃｒ：０．０１～１．５％」
　厚鋼板中のＣｒは、焼入性向上及び析出強化の作用により、厚鋼板の強度向上に有効な
元素であるため、強度向上等を目的として、必要に応じて厚鋼板に含有させることができ
る。なお、明瞭な効果を発揮するためには、厚鋼板中に０．０１％以上のＣｒを含有させ
ることが必要である。一方、Ｃｒが１．５％を超えて過剰に含有されると、強度が過度に
高くなって鋼板の靭性を劣化させるため、本発明においては、厚鋼板にＣｒを含有させる
場合の含有量を０．０１～１．５％とする。
【００６５】
「Ｍｏ：０．０１～１．５％」
　厚鋼板中のＭｏも、Ｃｒと同様、焼入性向上及び析出強化の作用により、厚鋼板の強度
向上に有効な元素であるため、強度向上等を目的として、必要に応じて厚鋼板に含有させ
ることができる。なお、明瞭な効果を発揮するためには、厚鋼板中に０．０１％以上のＭ
ｏを含有させることが必要である。一方、Ｍｏが１．５％を超えて過剰に含有されると、
強度が過度に高くなって鋼板の靭性を劣化させるため、本発明においては、厚鋼板にＭｏ
を含有させる場合の含有量を０．０１～１．５％とする。
【００６６】
「Ｗ：０．０１～１．５％」
　厚鋼板中のＷも、Ｃｒ、Ｍｏと同様の効果を発揮するため、上記同様の理由により、厚
鋼板にＷを含有させる場合は、その含有量を０．０１～１．５％に限定する。
【００６７】
「Ｎｂ：０．００２～０．１０％」
　厚鋼板中のＮｂは、析出強化及び変態強化の作用により、微量で厚鋼板の高強度化に有
効な元素である。また、加熱オーステナイト粒径微細化によって厚鋼板の靭性向上にも有
効であるが、これらの効果を期待して厚鋼板にＮｂを含有させる場合、明瞭な効果を発揮
するためには、０．００２％以上含有させる必要がある。ただし、０．１０％を超えて過
剰にＮｂを含有させると、厚鋼板の靭性を劣化させ、また、希釈によって溶接金属中にも
過剰なＮｂが含有され、溶接金属の靭性を劣化させる懸念も生じる。このため、本発明に
おいては、厚鋼板のＮｂ含有量は０．００２～０．１０％の範囲に限定する。
【００６８】
「Ｖ：０．００２～０．５０％」
　厚鋼板中のＶは、主として析出強化の作用により、厚鋼板の高強度化に有効な元素であ
るが、このような効果を期待して厚鋼板にＶを含有させる場合、明瞭な効果を発揮するた
めには、０．００２％以上含有させる必要がある。ただし、０．５０％を超えて過剰に含
有させると、厚鋼板の靭性を劣化させ、また、希釈によって溶接金属中にも過剰なＶが含
有され、溶接金属の靭性を劣化させる懸念も生じる。このため、本発明においては、厚鋼
板のＶ含有量は０．００２～０．５０％の範囲に限定する。
【００６９】
「Ｔａ：０．００２～０．５０％」
　厚鋼板中のＴａは、定性的には、Ｎｂ、Ｖと同様、析出強化及び変態強化の作用により
、厚鋼板の高強度化に有効な元素である。厚鋼板にＴａを含有させる場合、明瞭な効果を
発揮するためには、０．００２％以上含有させる必要がある。ただし、０．５０％を超え
て過剰にＴａを含有させると、厚鋼板の靭性を劣化させ、また、希釈によって溶接金属中
にも過剰なＴａが含有され、溶接金属の靭性を劣化させる懸念も生じる。このため、本発
明においては、厚鋼板のＴａ含有量は０．００２～０．５０％の範囲に限定する。
【００７０】
「Ｚｒ：０．００２～０．５０％」
　厚鋼板中のＺｒも、主として析出強化の作用により、厚鋼板の高強度化に有効な元素で
あるが、このような効果を期待して厚鋼板にＺｒを含有させる場合、明瞭に効果を発揮す
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るためには、０．００２％以上含有させる必要がある。ただし、０．５０％を超えて過剰
にＺｒを含有させると、厚鋼板の靭性を劣化させ、また、希釈によって溶接金属中にも過
剰なＺｒが含有され、溶接金属の靭性を劣化させる懸念も生じる。このため、本発明にお
いては、厚鋼板中にＺｒを含有させる場合、その含有量を０．００２～０．５０％の範囲
に限定する。
【００７１】
「Ｔｉ：０．００２～０．０５０％」
　厚鋼板中のＴｉは、析出強化によって強度を高める効果と併せ、ＴｉＮによるオーステ
ナイト結晶粒径微細化効果により、組織微細化を通して靱性を改善する効果を有する有用
な元素である。これらの効果を確実に発揮するためには、厚鋼板中のＴｉ含有量を０．０
０２％以上とする必要がある。一方、厚鋼板中のＴｉ含有量が０．０５０％超になると、
粗大なＴｉＮが形成されて厚鋼板の靭性を劣化させ、また、希釈によって溶接金属中にも
過剰なＴｉが含有され、溶接金属の靭性を劣化させる懸念も生じる。このため、本発明に
おいては、厚鋼板のＴｉ含有量を０．００２～０．０５０％に限定する。
【００７２】
「Ｂ：０．０００３～０．０１５％」
　厚鋼板中のＢは、極微量で焼入性を高める元素であり、厚鋼板の高強度化に有効な元素
である。また、厚鋼板にＢが適正量含有されていると、希釈によって溶接金属中にもＢが
含有され、溶接金属の粒界フェライト抑制に効果がある。なお、必要に応じて厚鋼板にＢ
を含有させる場合、これらの効果を明確に発揮させるためには、Ｂは鋼板中に０．０００
３％以上含有させる必要がある。一方、０．０１５％を超えてＢを鋼板中に含有させると
、鋼片製造時や鋼板製造時の加熱段階で粗大な析出物を形成する場合が多いため、逆に焼
入性向上効果が不十分となり、また、鋼片の割れや析出物に起因した靭性劣化を生じる可
能性も高くなる。このため、本発明において厚鋼板にＢを含有させる場合の含有量は、０
．０００３～０．０１５％に限定する。
【００７３】
「Ｃａ、Ｍｇ、ＲＥＭ：０．０００２～０．０１％（各元素）」
　本発明においては、厚鋼板の延性、靭性を改善する必要がある場合には、必要に応じて
、さらに、Ｃａ、Ｍｇ、ＲＥＭのうちの１種または２種以上を厚鋼板に含有させることが
できる。
　ここで、Ｃａ、Ｍｇ、ＲＥＭは、いずれも硫化物の構造を変化させ、また鋼板中での硫
化物、酸化物のサイズを微細化して鋼板の延性及び靭性向上に有効である。厚鋼板にこれ
ら元素を含有させる場合、その効果を発揮するための下限の含有量は、いずれも０．００
０２％である。一方、Ｃａ、Ｍｇ、ＲＥＭのうちのいずれかを過剰に含有させると、硫化
物や酸化物の粗大化を生じ、延性、靭性の劣化を招き、また、溶接欠陥が生じやすくなっ
たり、溶接性が劣化する懸念が生じるため、上限をいずれも０．０１％とする。
【００７４】
＜厚鋼板の機械的特性＞
　本発明の溶接継手においては、継手全体として、降伏強度が５００ＭＰａ以上、あるい
は、降伏強度が５００ＭＰａ以上で、かつ、引張強度が７８０ＭＰａ以上であることを満
足するために、母材となる厚鋼板についても、降伏強度が５００ＭＰａ以上、あるいは、
降伏強度が５００ＭＰａ以上で、かつ、引張強度が７８０ＭＰａ以上であることを満足す
る必要がある。
　厚鋼板の降伏強度が５００ＭＰａ未満であると、溶接継手全体に荷重が負荷された場合
、母材部が先に変形し、継手の降伏強度が５００ＭＰａに満たなくなる虞がある。また、
同様の理由により、厚鋼板の引張強度が７８０ＭＰａ未満であると、継手の引張強度が７
８０ＭＰａ以上必要であっても、これに満たない虞があるため、好ましくない。
【００７５】
［溶接継手の製造方法］
　本発明の溶接継手の製造方法においては、上述したような本発明に係る溶接継手で規定
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される溶接金属と厚鋼板に関する要件を満たしたうえで、溶接継手を作製する際に用いる
溶接材料の要件を以下のように規定する必要がある。ここで、大入熱溶接では母材希釈が
大きいため、溶接金属の成分を限定するために、溶接材料の化学組成を限定することが好
ましい。すなわち、本発明の溶接継手の製造方法は、厚鋼板を溶接する際、質量％で、Ｃ
：０．００５～０．１０％、Ｓｉ：０．０５～１．０％、Ｍｎ：０．５～３．５％、Ｐ：
０．０２％以下、Ｓ：０．０１％以下、Ａｌ：０．００１～０．１％、Ｔｉ：０．００１
～０．２５％、Ｂ：０．０００５～０．０２０％、Ｎ：０．００１～０．０１０％をそれ
ぞれ含み、かつ、Ｎｂ：０．００２～０．１０％、Ｖ：０．００５～１．０％、Ｍｏ：０
．０２～３．０％、Ｗ：０．０２～３．０％、Ｔａ：０．０１～０．５０％、Ｚｒ：０．
０１～０．５０％のうちの１種または２種以上を含有し、残部Ｆｅならびに不可避不純物
からなる溶接材料を用いて、溶接入熱が１５０～１０００ｋＪ／ｃｍの１パス大入熱溶接
により溶接する方法である。
　ただし、溶接材料は、溶接後は溶接金属を構成するのみであるため、溶接材料の限定は
本発明において、必ずしも必須の要件ではない。このため、本発明では、溶接金属の化学
組成並びに組織が上記規定を満足する限り、溶接材料の成分組成については、特に制限を
受けるものではない。
【００７６】
　なお、本発明における溶接材料とは、エレクトロスラグ溶接、エレクトロガスアーク溶
接においては溶接ワイヤのことを指し、ワイヤとは別にフラックスから元素を添加するケ
ースもあるサブマージアーク溶接においては、ワイヤとフラックスの両者を指す。また、
本発明で述べる、溶接材料における各元素の含有量とは、エレクトロスラグ溶接、エレク
トロガスアーク溶接においては、溶接ワイヤ全体に対する各元素の含有量のことを指し、
サブマージアーク溶接においては、ワイヤとフラックスの合計量に対する合計含有量のこ
とを指す。なお、溶接ワイヤは、ソリッドワイヤ、フラックス入りワイヤのどちらでも構
わない。ただし、サブマージアーク溶接におけるフラックスあるいはフラックス入りワイ
ヤ中のフラックスについては、フラックス中の酸化物、フッ化物を形成している元素は、
その含有量から除くこととする。
【００７７】
＜溶接材料の化学成分組成＞
　本発明の溶接継手の製造方法においては、以下に説明する理由により、溶接に用いる溶
接材料中の化学成分組成を適正範囲に規定している。
【００７８】
「Ｃ：０．００５～０．１０％」
　先ず、溶接材料のＣ含有量を限定する場合、そのＣ含有量は０．００５～０．１０％と
する。溶接材料中のＣ含有量が０．００５％未満であると、溶接金属中のＣ量も低くなっ
て、溶接継手の強度を確保できない虞があるためであり、また、溶接材料中のＣ含有量が
０．１０％超であると、厚鋼板の化学成分組成によっては、溶接金属中のＣ含有量を本発
明の上限以内とすることが難しい場合があるためである。なお、溶接材料中のＣ含有量の
上限は、より好ましくは０．０２％未満とする。溶接材料中のＣ含有量を０．０２％未満
とすることにより、溶接金属中のＣ含有量を本発明の上限以下とするための厚鋼板のＣ含
有量の裕度が広がる。
【００７９】
「Ｓｉ：０．０５～１．０％」
　溶接材料中のＳｉ含有量を限定する場合、Ｓｉ含有量が０．０５％未満であると、溶接
金属の脱酸が不十分となる場合があるため、Ｓｉ含有量の下限は０．０５％とすることが
好ましい。一方、Ｓｉ含有量が１．０％を超えると、厚鋼板の組成によっては、溶接金属
中のＳｉ含有量が過大となって溶接金属の靭性を劣化させる可能性が大きくなるため、Ｓ
ｉ含有量の上限は１．０％とすることが好ましい。
【００８０】
「Ｍｎ：０．５～３．５％」
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　溶接材料中のＭｎ含有量を限定する場合、Ｍｎ含有量が０．５％未満であると、溶接金
属の脱酸が不十分となる場合があり、また、溶接金属の強度確保が難しくなる場合がある
ため、Ｍｎ含有量の下限は０．５％とすることが好ましい。一方、Ｍｎ含有量が３．５％
を超えると、厚鋼板の組成によっては、溶接金属中のＭｎ含有量が過大となって溶接金属
の靭性を劣化させる可能性が大きくなり、また、ソリッドワイヤでワイヤを製造する場合
に伸線性に問題が生じる可能性が大きくなるため、Ｍｎ含有量の上限は３．５％とするこ
とが好ましい。
【００８１】
「Ｐ：０．０２％以下」
　溶接材料中のＰは、不純物元素であるため、極力低減することが好ましいが、０．０２
％以下であれば、溶接金属特性への悪影響やワイヤ伸線性への悪影響は許容できる程度で
あるため、溶接材料のＰ量を限定する場合は０．０２％以下とする。
【００８２】
「Ｓ：０．０１％以下」
　溶接材料中のＳも不純物元素であるため、極力低減することが好ましいが、０．０１％
以下であれば、溶接金属特性への悪影響やワイヤ伸線性への悪影響は許容できる程度であ
るため、溶接材料のＳ量を限定する場合は０．０１％以下とする。
【００８３】
「Ａｌ：０．００１～０．１％」
　溶接材料中のＡｌ含有量を限定する場合、Ａｌは脱酸元素として、溶接ワイヤがソリッ
ドワイヤである場合の溶接ワイヤ中ならびに溶接金属中のＯ量を低減するのに有効である
が、溶接材料中の含有量が０．００１％未満では明確な効果を発揮できない。一方、溶接
材料中のＡｌ含有量が０．１％を超えると、溶接金属中に粗大な酸化物が形成されて靭性
を劣化させる虞がある。従って、溶接材料中にＡｌを含有させる場合は、０．００１～０
．１％の範囲とする。
【００８４】
「Ｔｉ：０．００１～０．２５％」
　溶接材料中のＴｉ含有量を限定する場合、Ｔｉは脱酸元素として、溶接ワイヤや溶接金
属中のＯ量を低減するために有効であり、また、溶接金属中に含まれると、微細なＴｉＮ
を形成して組織微細化に寄与する有用な元素であるが、溶接材料中の含有量が０．００１
％未満では明確な効果を発揮できない。一方、溶接材料中のＴｉ含有量が０．２５％を超
えると、溶接金属中に粗大な酸化物が形成されて靭性を劣化させる虞がある。従って、溶
接材料中のＴｉ含有量を限定する場合は、０．００１～０．２５％の範囲とする。
【００８５】
「Ｂ：０．０００５～０．０２０％」
　溶接材料中のＢ含有量を限定する場合、Ｂは固溶状態であれば、微量で焼入性を高めて
、強度、靭性向上に寄与し得るため、溶接金属中に０．０００５～０．０２０％含有させ
るためには、厚鋼板の組成によっては、溶接材料中にＢを含有させる必要が生じる場合が
ある。その場合、溶接材料中のＢ含有量が０．０００５％未満であると、効果が十分発揮
できない虞があり、一方、溶接材料中のＢ含有量が０．０２０％超であると、溶接金属中
のＢ含有量が過大となって、靭性や耐割れ性に悪影響を及ぼす虞がある。また、溶接材料
がソリッドワイヤである場合は、ワイヤ製造性を阻害する虞もあるため、本発明において
、溶接材料中のＢ含有量を限定する場合は、０．０００５～０．０２０％の範囲とする。
【００８６】
「Ｎ：０．００１～０．０１０％」
　溶接材料中のＮ含有量を限定する場合、ＮはＴｉの存在下においてＴｉＮを形成するの
で、溶接金属組織微細化に有用であるが、溶接材料中のＮ含有量が０．００１％未満では
その効果が明確でない。一方、溶接材料中のＮ含有量が０．０１０％超であると、溶接金
属中のＮ含有量が過大となって靭性を劣化させる虞が生じる。従って、溶接材料中のＮ含
有量を限定する場合は、０．００１～０．０１０％の範囲とする。
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【００８７】
「Ｎｂ：０．００２～０．１０％」
　溶接材料中のＮｂ含有量を限定する場合、Ｎｂは溶接金属中に含有されることで、変態
強化及び析出強化の作用により、溶接金属の強度向上に有用であり、溶接材料中にＮｂを
含有させることは、溶接金属中のＮｂ含有量を確保する上で有利である。溶接材料中のＮ
ｂ含有量が０．００２％未満であると、溶接金属中のＮｂ量調整に実質的な効果が得られ
難い。一方、０．１０％超になると、溶接金属中のＮｂ含有量が過大となって靭性を劣化
させる虞が生じ、また、溶接材料がソリッドワイヤの場合、ワイヤの製造性を劣化させる
ため、好ましくない。従って、本発明において、溶接材料中のＮｂ含有量を限定する場合
は、０．００２～０．１０％の範囲とする。なお、溶接金属の靭性を重視する場合には、
溶接材料中のＮｂ含有量の上限は０．００９％とすることがより好ましい。
【００８８】
「Ｖ：０．００５～１．０％」
　溶接材料中のＶ含有量を限定する場合、Ｖは溶接金属中に含有されると、主として析出
強化の作用により、溶接金属の強度向上に有用であり、溶接材料中にＶを含有させること
は、溶接金属中のＶ含有量を確保する上で有利である。ただし、溶接材料中のＶ含有量が
０．００５％未満であると、溶接材料にＶを含有させたことによる溶接金属の強度向上効
果が明確でなく、一方、１．０％超になると、溶接金属中のＶ含有量が過大となって靭性
を劣化させる虞が生じる。従って、本発明において、溶接材料中のＶ含有量を限定する場
合は、０．００５～１．０％の範囲とする。
【００８９】
「Ｍｏ：０．０２～３．０％」
　溶接材料中のＭｏ含有量を限定する場合、Ｍｏは変態強化及び析出強化の作用により、
溶接金属の強度向上に有用であり、溶接材料中にＭｏを含有させることは、溶接金属中の
Ｍｏ含有量を確保する上で有利である。溶接材料中のＭｏ含有量が０．０２％未満である
と、溶接金属中のＭｏ量調整に実質的な効果がない。一方、３．０％超になると、溶接金
属中のＭｏ含有量が過大となって靭性や耐低温割れ性を劣化させる虞が生じ、また、溶接
材料がソリッドワイヤの場合、ワイヤの製造性を劣化させるため、好ましくない。従って
、本発明において、溶接材料中のＭｏ含有量を限定する場合は、０．０２～３．０％の範
囲とする。
【００９０】
「Ｗ：０．０２～３．０％」
　ＷはＭｏとほぼ同様の効果を有するため、Ｍｏと同様の理由により、本発明において、
溶接材料中のＭｏ含有量を限定する場合は、０．０２～３．０％の範囲とする。
【００９１】
「Ｔａ：０．０１～０．５０％」
　溶接材料中のＴａ含有量を限定する場合、Ｔａは溶接金属中に含有されると、主として
析出強化の作用により、溶接金属の強度向上に有用であり、溶接材料中にＴａを含有させ
ることは、溶接金属中のＴａ含有量を確保する上で有利である。ただし、溶接材料中のＴ
ａ含有量が０．０１％未満であると、溶接材料にＴａを含有させることによる溶接金属の
強度向上効果が明確でなく、一方、０．５０％超になると、溶接金属中のＴａ含有量が過
大となって靭性を劣化させる虞が生じる。従って、本発明において、溶接材料中のＴａ含
有量を限定する場合は、０．０１～０．５０％の範囲とする。
【００９２】
「Ｚｒ：０．０１～０．５０％」
　ＺｒはＴａとほぼ同様の効果を有するため、Ｔａと同様の理由により、本発明において
、溶接材料中のＺｒ含有量を限定する場合は、０．０１～０．５０％の範囲とする。
【００９３】
「Ｃｕ：０．００５～１．５％」
　溶接材料中のＣｕ含有量を限定する場合、Ｃｕは主として固溶強化の作用により、靭性
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の大きな劣化を招かずに強度を高めることが可能な元素であり、溶接材料を介して溶接金
属中に適正量含有させることは有用である。ただし、溶接材料中のＣｕ含有量が０．００
５％未満であると、溶接金属における強度向上が明確に認められないため、溶接材料中に
含有させるのであれば、０．００５％以上必要である。一方、溶接材料に１．５％を超え
てＣｕを含有させると、厚鋼板の組成によっては、溶接金属中のＣｕ含有量が過大となり
、靭性の劣化が顕著となって高温割れも生じやすくなり、また、溶接材料がソリッドワイ
ヤの場合、ワイヤの製造性を劣化させるため、好ましくない。従って、本発明においては
、溶接材料中のＣｕ含有量を限定する場合、０．００５～１．５％に限定する。
【００９４】
「Ｎｉ：０．０１～１０％」
　溶接材料中のＮｉ含有量を限定する場合、Ｎｉは固溶靭化効果による高靭性化と焼入性
向上効果による高強度化を同時に達成できる可能性があるため、非常に有益な元素である
。しかしながら、溶接材料中のＮｉ含有量が０．０１％未満であると、溶接金属における
Ｎｉの効果が実質的に発揮されないため、溶接材料中に含有させるのであれば、０．０１
％以上必要である。一方、溶接材料のＮｉ含有量が１０％を超えると、溶接金属中のＮｉ
含有量が過大となって強度が過度に高まるので、溶接金属の低温割れが生じやすくなり、
また、高温割れ感受性も高まるため、好ましくない。従って、本発明においては、溶接材
料中のＮｉ含有量を限定する場合、０．０１～１０％に限定する。
【００９５】
「Ｃｒ：０．０１～１．５％」
　溶接材料中のＣｒ含有量を限定する場合、Ｃｒは変態強化及び析出強化の作用により、
溶接金属の強度向上に有用であり、溶接材料中にＣｒを含有させることは、溶接金属中の
Ｃｒ含有量を確保する上で有利である。溶接材料中のＣｒ含有量が０．０１％未満である
と、溶接金属中のＣｒ量調整に実質的な効果がない。一方、１．５％超になると、溶接金
属中のＣｒ含有量が過大となって靭性や耐低温割れ性を劣化させる虞が生じ、また、溶接
材料がソリッドワイヤの場合、ワイヤの製造性を劣化させるため、好ましくない。従って
、本発明において、溶接材料中のＣｒ含有量を限定する場合は、０．０１～１．５％の範
囲とする。
【００９６】
「Ｃａ、Ｍｇ、ＲＥＭ：０．０００２～０．０１％（各元素）」
　以上説明したような各元素に加え、必要に応じて、溶接材料中にＣａ、Ｍｇ、ＲＥＭの
うちの１種または２種以上を含有させる場合、下記に示す理由により、その含有量を限定
する。すなわち、Ｃａ、Ｍｇ、ＲＥＭは、いずれも、溶接金属中のＯ量の低減や介在物の
組成、形態制御によって延性の改善や組織微細化に有効な元素であるため、溶接材料中に
これらの元素を必要に応じて含有させることは有用である。ただし、いずれの元素も、溶
接材料中の含有量が０．０００２％未満であると、溶接金属において効果が実質的に発揮
されないため、溶接材料中に含有させるのであれば、０．０００２％以上必要である。一
方、いずれの元素も溶接材料の含有量が０．０１％を超えると、溶接金属中に粗大な介在
物を形成して、延性や靭性に有害となる可能性が大きくなるため、好ましくない。従って
、本発明においては、溶接材料中のＣａ、Ｍｇ、ＲＥＭの含有量を限定する場合、いずれ
も０．０００２～０．０１％の範囲に限定する。
【００９７】
＜鋼製裏当金＞
　本発明の溶接継手の製造方法においては、鋼製裏当金を用いる溶接を行う場合には、希
釈によって溶接金属の成分に影響を及ぼすが、希釈率は１パス大入熱溶接でも最大で１０
～１５％程度である。このため、厚鋼板や溶接材料に比べて寄与は小さく、溶接金属組成
、厚鋼板の組成を限定すれば、溶接継手の強度及び靭性を確保する上では、ほとんど問題
とはならない。ただし、強度及び靭性への影響度の大きいＣ、ＮやＰ、Ｓなどの不純物元
素が極端に多い鋼材を裏当金として用いることは好ましくない。例えば、鋼製裏当金とし
ては、Ｃ≦０．２％、Ｎ≦０．０１５％、Ｐ≦０．０５％、Ｓ≦０．０１５％の関係を満



(22) JP 5000619 B2 2012.8.15

10

20

30

足する鋼材を用いることが好ましい。
【００９８】
　以上説明したように、本発明に係る溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手およ
びその製造方法によれば、上記構成により、実質的に１パス溶接となる大入熱溶接、例え
ば、エレクトロスラグ溶接、エレクトロガスアーク溶接、１パスサブマージアーク溶接等
において、より具体的には、溶接入熱が１００～１０００ｋＪ／ｃｍ程度、溶接金属の凝
固後の冷却速度が、８００℃から５００℃までの冷却時間（Δｔ８／５）で１５０ｓ～７
００ｓ程度の１パス大入熱溶接において、溶接金属の降伏強度が５００ＭＰａ以上、ある
いは、溶接金属の降伏強度が５００ＭＰａ以上で、かつ、引張強度が７８０ＭＰａ以上で
あり、さらに、－２０℃における２ｍｍＶノッチシャルピー衝撃試験の吸収エネルギー（
ｖＥ－２０）が２７Ｊ以上と、優れた強度特性と併せて良好な靱性を備える溶接金属が得
られる。これにより、溶接金属の靭性に優れた、１パス大入熱による溶接継手を得ること
ができ、産業上の効果は極めて大きい。
【実施例】
【００９９】
　以下、本発明に係る溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手およびその製造方法
の実施例を挙げ、本発明をより具体的に説明するが、本発明は、もとより下記実施例に限
定されるものではなく、前、後記の趣旨に適合し得る範囲で適当に変更を加えて実施する
ことも可能であり、それらはいずれも本発明の技術的範囲に含まれるものである。
【０１００】
［厚鋼板の製造及び溶接継手の作製、並びに評価方法］
　本実施例においては、非消耗ノズル式のエレクトロスラグ溶接により溶接継手を作製し
た。
　具体的には、種々の化学組成の溶接ワイヤ、鋼板、裏当金を用い、図１に示すような、
ダイヤフラム相当の鋼板２と、スキンプレート相当の鋼板１とを組み合わせたＴ字継手に
よって溶接継手を作製し、開先中央の溶接金属の引張特性、靱性を調べた。靭性は２ｍｍ
Ｖノッチシャルピー衝撃試験の－２０℃における吸収エネルギーで評価した。
【０１０１】
　下記表１に、スキンプレート相当の鋼板１、ダイヤフラム相当の鋼板２に使用した厚鋼
板の化学成分組成を示す。これらの鋼板１、２は、種々の製造方法（Ｒ：熱間圧延まま、
Ｎ：焼きならし、ＴＭＣＰ：水冷タイプの加工熱処理、ＱＴ：再加熱焼入・焼戻し）によ
り、板厚４０～６０ｍｍの鋼板としたものである。
　また、下記表１には、化学組成に加えて、厚鋼板の機械的性質も併せて示す。ここで、
厚鋼板の引張特性は丸棒引張試験片によって調べ、また、靭性は標準サイズの２ｍｍＶノ
ッチシャルピー衝撃試験片を用いて調べた。これら試験片は、全て、圧延方向に直角な方
向が試験片長手方向になるように、鋼板の板厚の１／４位置から採取した。また、引張試
験は室温で実施し、２ｍｍＶノッチシャルピー衝撃試験は－２０℃で実施した。
【０１０２】
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【表１】

【０１０３】
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　表１において、鋼板番号ＰＡ１～ＰＡ１２は本発明を満足する厚鋼板であり、鋼板番号
ＰＢ１～ＰＢ１０は化学成分組成が本発明を満足していないため、厚鋼板の機械的性質が
劣るか、場合によっては、後述するように、溶接金属の特性も劣化するため、溶接継手全
体の特性が劣る例である。
【０１０４】
　下記表２に、本実施例で使用した溶接ワイヤの化学組成を示す。なお、下記表２中に示
す溶接ワイヤは、全て直径１．６ｍｍのソリッドワイヤである。
【０１０５】
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【表２】

【０１０６】
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　表２において、ワイヤ番号Ｗ２、Ｗ３、Ｗ６、Ｗ７、Ｗ８、及びＷ１２は、Ｃ含有量が
０．０２％未満の例であり、また、ワイヤ番号Ｗ８、Ｗ１１は、Ｎｂ含有量が０．００９
％以下の例である。なお、ワイヤ番号Ｗ１５は、Ｎｂ、Ｖ、Ｍｏ、Ｗ、Ｔａ、Ｚｒのいず
れも含有されていない例であり、ワイヤ番号Ｗ１６は、Ｂが含有されていないワイヤの例
である。また、ワイヤ番号Ｗ１７とＷ１８は、各々、ワイヤ中のＳｉ含有量が少ない例と
多い例であり、ワイヤ番号Ｗ１９とＷ２０は、各々、ワイヤ中のＭｎ含有量が少ない例と
多い例である。また、ワイヤ番号Ｗ２１は、ワイヤ中のＡｌ含有量が多い例、ワイヤ番号
Ｗ２２は、ワイヤ中のＴｉ含有量が多い例、ワイヤ番号Ｗ２３は、ワイヤ中のＢ含有量が
多い例、ワイヤ番号Ｗ２４は、ワイヤ中のＮ含有量が多い例である。また、ワイヤ番号Ｗ
２５は、ワイヤ中のＣ含有量が多い例である。
【０１０７】
　下記表３に、溶接継手の作製に用いた裏当金の化学成分組成を示す。なお、表３中に示
す裏当金の板厚は３０ｍｍあるいは２８ｍｍである。
【０１０８】
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【表３】

【０１０９】
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　次いで、表１～表３の各々に示す厚鋼板、溶接ワイヤ、裏当金を様々に組み合わせて、
図１に示すような開先形状のエレクトロスラグ溶接継手を作製した。
　下記表４に、厚鋼板、溶接ワイヤ、裏当金の組み合わせ、溶接条件と、機械的性質及び
ミクロ組織の各々の調査結果を示すとともに、下記表５に、溶接金属の化学成分特性の調
査結果を示す。なお、開先幅はいずれの継手でも２５ｍｍ一定とした。従って、溶接入熱
はダイヤフラム（鋼板２）厚毎に同一とし、ダイヤフラム厚が４０ｍｍでは５９０ｋＪ／
ｃｍ、６０ｍｍでは９３０ｋＪ／ｃｍとした。なお、溶接金属の温度履歴は、ダイヤフラ
ム厚や溶接入熱だけでなく、スキンプレート（鋼板１）厚の影響も受ける。下記表４にお
いては、熱伝導計算により推定した８００℃から５００℃冷却時間（Δｔ８／５）を示す
が、本実施例においては、Δｔ８／５の最小は３５５ｓ、最大は５６０ｓとなっている。
【０１１０】
　なお、フラックスには、一例を除いて、市販の高塩基度系のものを用いたが、溶接金属
中のＯ量を高めた比較例（継手ＪＢ２４）のみ、塩基度を低減した試作フラックスを用い
た。
　また、溶接後の継手の溶接金属から丸棒引張試験片と標準サイズの２ｍｍＶノッチシャ
ルピー衝撃試験片を採取して、溶接金属の機械的性質を調べ、結果を下記表４に示した。
丸棒引張試験片は、溶接金属中央から、溶接ビード長手方向が試験片長手方向となるよう
に採取し、２ｍｍＶノッチシャルピー衝撃試験片は、図２に示す要領で、溶接金属中央の
特性を評価できるように採取した。ここで、引張試験は室温で実施し、２ｍｍＶノッチシ
ャルピー衝撃試験は－２０℃で実施した。
　また、ミクロ組織は、粒界フェライトが最も生成しやすく、全体的に組織が粗大化して
靭性が最も劣化しやすい溶接金属の中央部について、光学顕微鏡組織写真から、点算法に
より、粒界フェライトと粒内変態組織（アシキュラーフェライトと粒内変態ベイナイトと
の合計）の面積分率を求めた。
【０１１１】
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【０１１２】
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【表５】

【０１１３】
［評価結果］
　表４及び表５に示すように、本発明の規定を満足する溶接継手ＪＡ１～ＪＡ１６におい
ては、厚鋼板ならびに溶接金属の降伏強度が５００ＭＰａ以上、あるいは、降伏強度が５
００ＭＰａ以上、かつ、引張強度が７８０Ｍａ以上であり、同時に、靭性が－２０℃にお
ける２ｍｍＶノッチシャルピー衝撃試験の吸収エネルギーで１００Ｊ超と極めて良好であ
り、溶接継手全体として良好な強度、靭性を達成できることが明らかである。
【０１１４】
　一方、表４及び表５に示す継手ＪＢ１～ＪＢ２５は、本発明で規定する要件のいずれか
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を満足していないため、厚鋼板および／または溶接金属の機械的性質が本発明（ＪＡ１～
ＪＡ１６）に比べて劣っている。このため、溶接継手全体として、降伏強度が５００ＭＰ
ａ以上、かつ、引張強度が７８０Ｍａ以上で、かつ、－２０℃において良好な靭性を得る
ことができないことが明らかである。
【０１１５】
　すなわち、比較例の溶接継手ＪＢ１は、厚鋼板のＣ含有量が過大であるため、厚鋼板の
靭性が劣る上、厚鋼板からの希釈により、溶接金属のＣ含有量も過大となり、溶接金属の
靭性も劣っている。
　また、溶接継手ＪＢ２は、厚鋼板のＣ含有量が過小であるため、厚鋼板の降伏強度が５
００ＭＰａを大きく下回るうえ、厚鋼板からの希釈により、溶接金属のＣ含有量も過小と
なっている。このため、溶接金属の降伏強度も５００ＭＰａを下回り、また、焼入性不足
のために溶接金属中の粒界フェライト分率が過大であるため、靭性も劣っている。
【０１１６】
　また、溶接継手ＪＢ３は、厚鋼板のＳｉ含有量が過大であるため、厚鋼板の靭性が劣る
。従って、溶接継手全体としての特性は不十分であり、好ましくない。
　溶接継手ＪＢ４は、厚鋼板のＭｎ含有量が過大であるため、厚鋼板の靭性が劣る。従っ
て、溶接継手全体としての特性は不十分であり、好ましくない。
　溶接継手ＪＢ５は、厚鋼板のＰ含有量が過大であるため、厚鋼板の靭性が劣る。従って
、溶接継手全体としての特性は不十分であり、好ましくない。
　溶接継手ＪＢ６は、厚鋼板のＳ含有量が過大であるため、厚鋼板の靭性が劣る。従って
、溶接継手全体としての特性は不十分であり、好ましくない。
　溶接継手ＪＢ７は、厚鋼板のＭｎ含有量が過小であるため，厚鋼板の降伏強度が５００
ＭＰａを下まわり、また、靭性も劣る。従って、溶接継手全体としての特性は不十分であ
り、好ましくない。
【０１１７】
　また、溶接継手ＪＢ８は、溶接金属の降伏強度確保に必要なＮｂ、Ｖ、Ｍｏ、Ｗ、Ｔａ
、Ｚｒのいずれも溶接金属に含有されていないため、溶接金属の降伏強度が５００ＭＰａ
に達していない。
　溶接継手ＪＢ９は、溶接金属中にＢが含有されないため、粒界フェライトの抑制が十分
でなく、そのため、溶接金属の靭性が劣っている。
　溶接継手ＪＢ１０は、溶接金属の炭素当量（Ｃｅｑ．）及びＮｂ当量（Ｎｂ．ｅｑ．）
がともに過小であるため、十分な降伏強度が得られず、また、焼入性不足のために粒界フ
ェライトが抑制されないため、靭性も劣っている。
　溶接継手ＪＢ１１は、溶接金属の炭素当量（Ｃｅｑ．）が過大であるため、焼入性過剰
となって、靭性が大きく劣化している。
　溶接継手ＪＢ１２は、溶接金属のＮｂ当量（Ｎｂ．ｅｑ．）が過大であるため、析出に
よる靭性劣化が著しく、好ましくない。
【０１１８】
　また、溶接継手ＪＢ１３は、厚鋼板のＯ含有量が過大であるため、厚鋼板の靭性が劣っ
ている。従って、溶接継手全体としての特性は不十分であり、好ましくない。
　溶接継手ＪＢ１４は、厚鋼板のＡｌ含有量が過大であるため、厚鋼板の靭性が劣ってい
る。従って、溶接継手全体としての特性は不十分であり、好ましくない。
　溶接継手ＪＢ１５は、厚鋼板のＮ含有量が過大であるため、厚鋼板の靭性が劣っている
。従って、溶接継手全体としての特性は不十分であり、好ましくない。
【０１１９】
　また、溶接継手ＪＢ１６は、溶接金属のＳｉ含有量が過小であるため、粗大な酸化物が
形成されて溶接金属の靭性が大きく劣化している。
　溶接継手ＪＢ１７は、厚鋼板のＳｉ含有量と溶接金属のＳｉ含有量とがともに過大であ
るため、厚鋼板、溶接金属の靭性がともに劣ており、溶接継手全体としての特性は不十分
であり、好ましくない。
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　溶接継手ＪＢ１８は、溶接金属のＭｎ含有量が過小であるが故に溶接金属の靭性が劣っ
ている。また、溶接金属の降伏強度も５００ＭＰａに達していない。
　溶接継手ＪＢ１９は、逆に溶接金属のＭｎ含有量が過大であるため、やはり溶接金属の
靭性が大きく劣化している。
　溶接継手ＪＢ２０は、厚鋼板のＡｌ含有量と溶接金属のＡｌ含有量とがともに過大であ
るため、厚鋼板、溶接金属の靭性がともに劣っており、溶接継手全体としての特性は不十
分であり、好ましくない。
【０１２０】
　溶接継手ＪＢ２１は、溶接金属のＴｉ含有量が過大であるため、溶接金属の靭性が大き
く劣化している。
　溶接継手ＪＢ２２は、溶接金属のＢ含有量が過大であるため、溶接金属の靭性が大きく
劣化している。
　溶接継手ＪＢ２３は、溶接金属のＮ含有量が過大であるため、溶接金属の靭性が大きく
劣化している。
　溶接継手ＪＢ２４は、フラックスを変えて溶接金属中のＯ含有量を高めた比較例である
が、溶接金属のＯ含有量が本発明の上限を超えて過大であるため、溶接金属の靭性が大き
く劣化しており、溶接継手全体としての特性は不十分であり、好ましくない。
　溶接継手ＪＢ２５は、溶接ワイヤのＣ含有量が多いために溶接金属のＣ含有量も過大と
なった例である。このため、溶接金属の靭性が大きく劣化しており、溶接継手全体として
の特性は不十分であり、好ましくない。
【０１２１】
　以上説明した実施例の結果より、本発明の溶接継手およびその製造方法によれば、実質
的に１パス溶接となる大入熱溶接において、厚鋼板ならびに溶接金属の降伏強度が５００
ＭＰａ以上、あるいは、降伏強度が５００ＭＰａ以上かつ引張強度が７８０ＭＰａ以上の
強度を有し、－２０℃における２ｍｍＶノッチシャルピー衝撃試験の吸収エネルギー（ｖ
Ｅ－２０）が２７Ｊ以上の良好な溶接金属靭性を有する溶接継手を得ることが可能である
ことが明らかである。
【図面の簡単な説明】
【０１２２】
【図１】本発明に係る溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手およびその製造方法
の実施例について模式的に説明する図であり、本実施例で作製した溶接継手の開先形状を
示す断面図である。
【図２】本発明に係る溶接金属の靭性に優れた１パス大入熱溶接継手およびその製造方法
の実施例について模式的に説明する図であり、２ｍｍＶノッチシャルピー衝撃試験片の採
取要領を示す概略図である。
【符号の説明】
【０１２３】
１…鋼板（スキンプレート）、２…鋼板（ダイヤフラム）、３…裏当金、４…開先幅、５
…２ｍｍＶノッチシャルピー衝撃試験片、６…ノッチ
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